別記第１号様式（第５条関係）
令和　　年　　月　　日　　
新潟県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
住　所
名　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　

にいがた稼ぐ力強化支援事業補助金交付申請書

　にいがた稼ぐ力強化支援事業補助金の交付を受けたいので、にいがた稼ぐ力強化支援事業補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業の内容（該当する事業区分を丸で囲む）

[bookmark: _Hlk164098968]　　　　　　一般枠　　　・　　100億宣言枠

別紙「事業計画書（別記第２号様式）」及び別紙「収支予算書（別記様式第３号）」のとおり

２　補助金申請額　　金　　　　　　千円

３　関係書類
（１）事業計画書（別記第２号様式）
（２）収支予算書（別記第３号様式）
（３）暴力団等の排除に関する誓約書（別記第４号様式）
（４）事業者の概要がわかる資料等（パンフレット等でも可）
（５）賃金要件の参考資料（賃金台帳、労働者名簿等）
（６）パートナーシップ構築宣言の宣言文
（７）１００億宣言企業として公表されていること（又は申請中であること）がわかる資料　※１００億宣言枠の場合のみ
（８）100億宣言（売上高10億円以上）に向けた計画書（別記第２号様式別紙）
※一般枠の場合のみ
（９）申請する経費の見積書等
契約（発注）先１件あたりの見積額の合計が税込100万円を超える取引については、同一条件による２社以上の見積書が必要です。
※　契約（発注）が分かれていても、同じ事業者との契約（発注）は１件とみなすので、該当する場合は２社以上から見積をとって、より安価な発注先を選ぶとともに、これら複数の見積書をご提出ください。
※　宛名、発行元、発行日、見積金額、積算項目・金額が明示されている見積書を提出してください。
（10）申請する経費のカタログやシステムの仕様書等
（11）設備等の設置予定場所の現況写真
（12）履歴事項全部証明書（法人の場合のみ提出し、申請日時点で発行日から３か月以内のもの）
（13）決算書（直近２期分）
法人にあっては、直近２期分の貸借対照表及び損益計算書
個人事業主にあっては、直近２期分の確定申告書（第一表、第二表、収支内訳書（１・２面）又は所得税青色申告決算書（１～４面））
（14）県税納税証明書（新潟県に納税義務を有する者。申請日から遡って過去３か月以内に発行されたものであって、納期が到来した県税について未納がないことを証明したものに限る。）
